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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板および前記基板上に設けられた複数の端子を有する電子部材の、前記複数の端子上
に導電部を形成するために用いられる導電接続材料であって、
　半田または錫によって構成される金属箔により形成される金属層と、
　樹脂成分と充填剤とを有する樹脂層と、
　を備え、
　前記複数の端子上に当接し、加熱することによって、前記金属層が溶融して各端子上に
凝集し、前記複数の端子上に前記導電部を形成するように構成された導電接続材料。
【請求項２】
　請求項１に記載の導電接続材料において、
　前記複数の端子上に当接し、加熱することによって、前記金属層が分離して各端子上に
凝集するように構成された導電接続材料。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の導電接続材料において、
　前記金属層のうち、前記樹脂層が設けられている面とは反対側の面に、他の樹脂層が設
けられている導電接続材料。
【請求項４】
　請求項１ないし３いずれか１項に記載の導電接続材料において、
　前記半田は、錫、鉛、銀、ビスマス、インジウム、亜鉛、ニッケル、アンチモン、鉄、
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アルミニウム、金、ゲルマニウム、および銅からなる群から選択される少なくとも二種以
上の金属の合金である導電接続材料。
【請求項５】
　請求項１ないし４いずれか１項に記載の導電接続材料において、
　前記充填剤の粒径が、１０ｎｍ～５０μｍである導電接続材料。
【請求項６】
　請求項１ないし５いずれか１項に記載の導電接続材料において、
　前記充填剤の含有量が、前記樹脂層の全重量に対し１～８０重量％である導電接続材料
。
【請求項７】
　請求項１ないし６いずれか１項に記載の導電接続材料において、
　前記充填剤の体積をＦｖ、前記金属層の体積をＭｖとしたとき、Ｆｖ／Ｍｖが０．０１
～１０である導電接続材料。
【請求項８】
　請求項１ないし７いずれか１項に記載の導電接続材料において、
　前記樹脂層の室温から１００℃における平均線膨張係数は、３～７０ｐｐｍである導電
接続材料。
【請求項９】
　請求項１ないし８いずれか１項に記載の導電接続材料において、
　前記樹脂層は、フラックス機能を有する化合物を含む導電接続材料。
【請求項１０】
　請求項９に記載の導電接続材料において、
前記フラックス機能を有する化合物は、フェノール性水酸基及び／またはカルボキシル基
を有する導電接続材料。
【請求項１１】
　請求項９または１０に記載の導電接続材料において、
　前記フラックス機能を有する化合物は、下記一般式（１）で示される化合物を含む導電
接続材料。
　　ＨＯＯＣ－（ＣＨ２）ｎ－ＣＯＯＨ・・・・・（１）
［式中、ｎは、１～２０の整数である。］
【請求項１２】
　請求項９または１０に記載の導電接続材料において、
　前記フラックス機能を有する化合物は、下記一般式（２）及び／又は（３）で示される
化合物を含む導電接続材料。
【化１】

［式中、Ｒ１～Ｒ５は、それぞれ独立して、１価の有機基であり、Ｒ１～Ｒ５の少なくと
も一つは水酸基である。］
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【化２】

［式中、Ｒ６～Ｒ２０は、それぞれ独立して、１価の有機基であり、Ｒ６～Ｒ２０の少な
くとも一つは水酸基又はカルボキシル基である。］
【請求項１３】
　請求項１ないし１２いずれか１項に記載の導電接続材料において、
　前記金属層の融点が１００℃～３３０℃である導電接続材料。
【請求項１４】
　請求項１ないし１３いずれか１項に記載の導電接続材料において、
　前記端子は、電極であり、
　前記導電部は、接続端子である導電接続材料。
【請求項１５】
　請求項１ないし１３いずれか１項に記載の導電接続材料を、前記複数の端子を内側に向
けて対向する二つの前記電子部材間に配置し、前記二つの電子部材がそれぞれ有する前記
複数の端子に当接させる工程と、
　前記導電接続材料を加熱して、前記複数の端子上に形成された前記導電部を介して前記
二つの電子部材がそれぞれ有する前記複数の端子を互いに接続する工程と、
　前記樹脂層を硬化または固化する工程と、
　を備える電子部品の製造方法。
【請求項１６】
　請求項１５に記載の電子部品の製造方法であって、
　前記樹脂層は、熱硬化性樹脂を有しており、
　前記電子部材を互いに接続する工程は、前記金属層の融点以上であって、かつ前記樹脂
層の硬化が完了しない温度で前記導電接続材料を加熱することにより行われ、
　前記樹脂層を硬化または固化する工程は、前記樹脂層の硬化が完了する温度で前記導電
接続材料を加熱することにより行われる電子部品の製造方法。
【請求項１７】
　請求項１５に記載の電子部品の製造方法であって、
　前記樹脂層は、熱可塑性樹脂を有しており、
　前記電子部材を互いに接続する工程は、前記金属層の融点以上であって、かつ前記樹脂
層が軟化する温度で前記導電接続材料を加熱することにより行われ、
　前記樹脂層を硬化または固化する工程は、前記樹脂層が固化する温度まで前記導電接続
材料を冷却することにより行われる電子部品の製造方法。
【請求項１８】
　請求項１４に記載の導電接続材料を、前記複数の端子上に当接する工程と、
　前記導電接続材料を加熱して、前記複数の端子上に前記導電部を形成する工程と、
　前記樹脂層を硬化または固化する工程と、
　を備える電子部品の製造方法。
【請求項１９】
　請求項１８に記載の電子部品の製造方法であって、
　前記樹脂層は、熱硬化性樹脂を有しており、
　前記導電部を形成する工程は、前記金属層の融点以上であって、かつ前記樹脂層の硬化
が完了しない温度で前記導電接続材料を加熱することにより行われ、
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　前記樹脂層を硬化または固化する工程は、前記樹脂層の硬化が完了する温度で前記導電
接続材料を加熱することにより行われる電子部品の製造方法。
【請求項２０】
　請求項１８に記載の電子部品の製造方法であって、
　前記樹脂層は、熱可塑性樹脂を有しており、
　前記導電部を形成する工程は、前記金属層の融点以上であって、かつ前記樹脂層が軟化
する温度で前記導電接続材料を加熱することにより行われ、
　前記樹脂層を硬化または固化する工程は、前記樹脂層が固化する温度まで前記導電接続
材料を冷却することにより行われる電子部品の製造方法。
【請求項２１】
　請求項１ないし１４いずれか１項に記載の導電接続材料を、前記複数の端子に当接する
ように前記電子部材の前記基板上に接着してなる導電接続材料付き電子部材。
【請求項２２】
　請求項１ないし１４いずれか１項に記載の導電接続材料を用いて形成された前記導電部
を介して、前記複数の端子を内側に向けて対向する二つの前記電子部材がそれぞれ有する
前記複数の端子を互いに接続させてなる電子部品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、導電接続材料、電子部品の製造方法、導電接続材料付き電子部材および電子
部品に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、電子機器の高機能化及び小型化の要求に伴い、電子材料における接続端子間の狭
ピッチ化がますます進む方向にある。これに伴い、微細な配線回路における端子間接続も
高度化している。端子間の接続方法としては、例えば、ＩＣチップを回路基板に電気的に
接続する際に異方性導電接着剤又は異方性導電フィルムを用いて多数の端子間を一括で接
続するフリップチップ接続技術が知られている。異方性導電接着剤又は異方性導電フィル
ムは、熱硬化性樹脂を主成分とする接着剤に導電性粒子を分散させたフィルム又はペース
トである（例えば、特開昭６１－２７６８７３号公報（特許文献１）及び特開２００４－
２６０１３１号公報（特許文献２）参照）。これを接続すべき電子部材の間に配置して熱
圧着することにより、対向する多数の端子間を一括で接続することができ、接着剤中の樹
脂により隣接する端子間の絶縁性を確保することを可能にする。
【０００３】
　しかし、導電性粒子の凝集を制御することは非常に難しく、（１）導電性粒子と端子、
或いは、導電性粒子同士が十分に接触せずに対向する端子間の一部が導通しない場合や、
（２）対向する端子間（導通性領域）以外の樹脂中（絶縁性領域）に導電性粒子が残存し
てリーク電流が発生し、隣接端子間の絶縁性が十分に確保できない場合があった。このた
め、従来の異方性導電接着剤や異方性導電フィルムでは、端子間の更なる狭ピッチ化に対
応することが困難な状況である。
【０００４】
　他方、電子部材の電極上に接続端子を製造する場合、従来は金属パッドが設けられた基
板上に半田ペーストを印刷し、半田リフロー装置を用いて半田ペーストを加熱溶融させて
接続端子を形成していた。しかし、この方法では、接続端子が狭ピッチであると半田ペー
ストを印刷するときに使用するマスクのコストが高くなる。また、接続端子のサイズが小
さすぎると、半田ペーストを印刷できない場合もある。半田ボールを接続端子に搭載し、
半田リフロー装置を用いて半田ボールを加熱溶融させることで、接続端子を製造する方法
もある。しかし、この方法では、接続端子が小さすぎると、半田ボールの作製コストが高
く、また、小径の半田ボールを作製することが技術的に困難な場合があった。
【先行技術文献】



(5) JP 4924773 B2 2012.4.25

10

20

30

40

50

【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開昭６１－２７６８７３号公報
【特許文献２】特開２００４－２６０１３１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　このような状況の下、対向する端子間における良好な電気的接続と、隣接端子間におけ
る高い絶縁信頼性を得ることを可能にする導電接続材料の提供が求められている。また、
複数の端子を有する電子部材間を接続することや、電子部材の電極上に接続端子を形成す
ることを容易にする導電接続材料の提供が望まれている。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明によれば、基板および前記基板上に設けられた複数の端子を有する電子部材の、
前記複数の端子上に導電部を形成するために用いられる導電接続材料であって、
　半田または錫によって構成される金属箔により形成される金属層と、
　樹脂成分と充填剤とを有する樹脂層と、
　を備え、
　前記複数の端子上に当接し、加熱することによって、前記金属層が溶融して各端子上に
凝集し、前記複数の端子上に前記導電部を形成するように構成された導電接続材料が提供
される。
【０００８】
　上記の課題を解決するべく、本発明者が鋭意検討した結果、導電性粒子を分散させたフ
ィルムに代えて、金属層と樹脂層とを備える導電接続材料を用いることで、金属層を端子
上へ凝集させることが容易となることを見いだした。このため、本発明によれば、対向す
る端子間における良好な電気的接続を得ることができる。また、樹脂層中に金属層が残存
することを抑制することができ、隣接する端子間における高い絶縁信頼性を得ることがで
きる。さらに、導電接続材料を加熱することによって金属層は各端子上に凝集するため、
複数の端子を有する電子部材間を容易に接続し、また電子部材の複数の電極上に接続端子
を容易に形成することができる。
【０００９】
　本発明によれば、上記に記載の導電接続材料を、前記複数の端子を内側に向けて対向す
る二つの前記電子部材間に配置し、前記二つの電子部材がそれぞれ有する前記複数の端子
に当接させる工程と、前記導電接続材料を加熱して、前記複数の端子上に形成された前記
導電部を介して前記二つの電子部材がそれぞれ有する前記複数の端子を互いに接続する工
程と、前記樹脂層を硬化または固化する工程と、を備える電子部品の製造方法が提供され
る。
【００１０】
　本発明によれば、前記端子が電極であり、前記導電部が接続端子である場合において、
上記に記載の導電接続材料を、前記複数の端子上に当接する工程と、前記導電接続材料を
加熱して、前記複数の端子上に前記導電部を形成する工程と、前記樹脂層を硬化または固
化する工程と、を備える電子部品の製造方法が提供される。
【００１１】
　本発明によれば、上記に記載の導電接続材料を、前記複数の端子に当接するように前記
電子部材の前記基板上に接着してなる導電接続材料付き電子部材が提供される。
【００１２】
　本発明によれば、上記に記載の導電接続材料を用いて形成された前記導電部を介して、
前記複数の端子を内側に向けて対向する二つの前記電子部材がそれぞれ有する前記複数の
端子を互いに接続させてなる電子部品。
【発明の効果】
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【００１３】
　本発明によれば、対向する端子間における良好な電気的接続と、隣接する端子間におけ
る高い絶縁信頼性を得ることを可能とし、かつ複数の端子を有する電子部材間の接続や、
電子部材の電極上への接続端子の形成を容易にする導電接続材料を提供することができる
。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
　上述した目的、およびその他の目的、特徴および利点は、以下に述べる好適な実施の形
態、およびそれに付随する以下の図面によってさらに明らかになる
【００１５】
【図１】本発明に用いる金属層の形状の一例を示す平面模式図である。
【図２】本発明の電子部品の接続方法において、端子間に導電接続材料を配置した後の基
板及び導電接続材料の状態の一例を概略的に示す断面図である。
【図３】本発明の電子部品の接続方法において、端子間に配置した導電接続材料を加熱、
硬化／固化した後の基板、導電性領域及び絶縁性領域の状態の一例を概略的に示す断面図
である。
【図４】本発明の電子部品の接続方法において、端子間に導電接続材料を配置した後の基
板及び導電接続材料の状態の一例を概略的に示す断面図である。
【図５】本発明の電子部品の製造方法において、基板上に設けられた電極上に導電接続材
料を配置した後の基板及び導電接続材料の状態の一例を概略的に示す断面図である。
【図６】本発明の電子部品の製造方法において、基板上に設けられた電極上に導電接続材
料を配置した後の基板及び導電接続材料の状態の一例を概略的に示す断面図である。
【図７】本発明の電子部品の製造方法において、基板の電極上に配置した導電接続材料を
加熱、硬化／固化した後の基板、導電性領域及び絶縁性領域の状態の一例を概略的に示す
断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、本発明の導電接続材料、該導電接続材料を用いた電子部品の接続方法、および該
導電接続材料を用いて電気的に接続されてなる電子部品等についてそれぞれ具体的に説明
する。
【００１７】
　１．導電接続材料
　本発明の導電接続材料は、樹脂層と金属層とから構成される。その形態は、樹脂層と金
属層とからなる多層構造を有する積層体であり、樹脂層及び金属層は各々一層であっても
複数層であってもよい。導電接続材料の積層構造は特に制限されず、樹脂層と金属層との
二層構造（樹脂層／金属層）でもよいし、樹脂層あるいは金属層の何れか又は両方を複数
含む三層構造又はそれ以上の多層構造でもよい。なお、樹脂層又は金属層を複数用いる場
合、各層の組成は同一でもよく、異なっていてもよい。
【００１８】
　本発明の一実施形態では、金属層の表面酸化膜を、フラックス機能を有する化合物で還
元する観点から、金属層の上下層は樹脂層であることが好ましい。例えば、三層構造（樹
脂層／金属層／樹脂層）が好ましい。この場合、金属層の両側にある樹脂層の厚みは、同
一でもよく、異なっていてもよい。樹脂層の厚みは、接続しようとする端子の導体厚みな
どによって適宜調整すればよい。例えば、金属層の両側にある樹脂層の厚みが異なる導電
接続材料を用いて接続端子を製造する場合、厚みが薄い方を一方の接続端子側（電極側）
に配置することが好ましい。金属層と接続端子との距離を短くすることで、接続端子部分
への金属層の凝集を制御しやすくなる。
【００１９】
　本発明の他の実施形態において、例えば半導体ウエハ等の電子部材に接続端子を製造す
る場合、導電接続材料が金属層の片側にのみ樹脂層を有していると、金属層の一部を露出
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させることができ好ましい。二層構造の導電接続材料を用いて対向する接続端子同士を接
続する場合、樹脂層側が接続端子と接するように配置してもよいし、金属層側が接続端子
と接するように配置してもよい。二層構造の導電接続材料を用いて対向する電子部材の接
続端子同士を接続する場合、対向する電子部材の双方に該導電接続材料を貼り付け、その
後、導電接続材料付き電子部材を貼り合わせることが好ましい。導電接続材料の配置方向
は、金属層のパターン形状によって適宜選択すればよい。
【００２０】
　次に、本発明で用いる樹脂層及び金属層についてそれぞれ説明する。
【００２１】
（１）樹脂層
　本発明において、樹脂層は、樹脂成分及び充填剤を含有する樹脂組成物で構成される。
樹脂組成物は、常温で液状又は固形状のいずれの形態であってもよい。ここで「常温で液
状」とは、常温（２５℃）で一定の形態を持たない状態を意味する。ペースト状も液状に
含まれる。
【００２２】
　本発明では、樹脂組成物として、硬化性樹脂組成物及び熱可塑性樹脂組成物のいずれを
用いてもよい。本発明で用いる硬化性樹脂組成物としては、加熱又は化学線を照射するこ
とにより硬化するものなどが挙げられる。硬化後の線膨張率や弾性率等の機械特性に優れ
るという点では、熱硬化性樹脂組成物が好ましい。本発明で用いる熱可塑性樹脂組成物と
しては、所定の温度に加熱することにより、成形が可能な程度に柔軟性を有するものであ
れば、特に制限されない。
【００２３】
　（ａ）硬化性樹脂組成物
　本発明で用いる硬化性樹脂組成物には、硬化性樹脂及び充填剤のほか、必要に応じて、
フィルム形成性樹脂、硬化剤、硬化促進剤、フラックス機能を有する化合物、シランカッ
プリング剤などが含まれる。
【００２４】
　（i）硬化性樹脂
　本発明で用いる硬化性樹脂は、通常、半導体装置製造用の接着剤成分として使用できる
ものであれば特に限定されない。例えば、エポキシ樹脂、フェノキシ樹脂、シリコーン樹
脂、オキセタン樹脂、フェノール樹脂、（メタ）アクリレート樹脂、ポリエステル樹脂（
不飽和ポリエステル樹脂）、ジアリルフタレート樹脂、マレイミド樹脂、ポリイミド樹脂
（ポリイミド前駆体樹脂）、ビスマレイミド－トリアジン樹脂などが挙げられる。特に、
エポキシ樹脂、（メタ）アクリレート樹脂、フェノキシ樹脂、ポリエステル樹脂、ポリイ
ミド樹脂、シリコーン樹脂、マレイミド樹脂、ビスマレイミド－トリアジン樹脂からなる
群より選ばれる少なくとも１種を含む熱硬化性樹脂を用いることが好ましい。中でも、硬
化性と保存性、硬化物の耐熱性、耐湿性、耐薬品性に優れるという観点からエポキシ樹脂
を用いることが好ましい。これらの硬化性樹脂は１種単独で用いても、２種以上を併用し
てもよい。
【００２５】
　硬化性樹脂の含有量は硬化性樹脂組成物の形態に応じて適宜設定することができる。
　例えば、硬化性樹脂組成物が液状の場合、硬化性樹脂の含有量は、硬化性樹脂組成物の
全重量に対して、１０重量％以上が好ましく、１５重量％以上がより好ましく、２０重量
％以上がさらに好ましく、２５重量％以上がさらにより好ましく、３０重量％以上がなお
好ましく、３５重量％以上が特に好ましい。また、１００重量％未満が好ましく、９５重
量％以下がより好ましく、９０重量％以下がさらに好ましく、７５重量％以下がさらによ
り好ましく、６５重量％以下がなお好ましく、５５重量％以下が特に好ましい。
　硬化性樹脂組成物が固形状の場合は、硬化性樹脂の含有量は、硬化性樹脂組成物の全重
量に対して、５重量％以上が好ましく、１０重量％以上がより好ましく、１５重量％以上
がさらに好ましく、２０重量％以上が特に好ましい。また、９０重量％以下が好ましく、
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８５重量％以下がより好ましく、８０重量％以下がさらに好ましく、７５重量％以下がさ
らにより好ましく、６５重量％以下がなお好ましく、５５重量％以下が特に好ましい。
　硬化性樹脂の含有量が前記範囲内にあると端子間の電気的接続強度及び機械的接着強度
を十分に確保することができる。
【００２６】
　本発明では、室温で液状及び室温で固形状のいずれのエポキシ樹脂を使用してもよい。
室温で液状のエポキシ樹脂と室温で固形状のエポキシ樹脂とを併用してもよい。硬化性樹
脂組成物が液状の場合には、室温で液状のエポキシ樹脂を用いることが好ましく、硬化性
樹脂組成物が固形状の場合には、液状及び固形状のいずれのエポキシ樹脂を使用してもよ
いが、固形状のエポキシ樹脂を使用する場合はフィルム形成性樹脂を適宜併用することが
好ましい。
【００２７】
　室温（２５℃）で液状のエポキシ樹脂としては、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビ
スフェノールＦ型エポキシ樹脂などが好ましく挙げられる。ビスフェノールＡ型エポキシ
樹脂とビスフェノールＦ型エポキシ樹脂とを併用してもよい。
　室温で液状のエポキシ樹脂のエポキシ当量は、１５０～３００ｇ／ｅｑが好ましく、１
６０～２５０ｇ／ｅｑがより好ましく、１７０～２２０ｇ／ｅｑが特に好ましい。前記エ
ポキシ当量が上記下限未満になると硬化物の収縮率が大きくなる傾向があり、反りが生じ
ることがある。他方、前記上限を超えると、フィルム形成性樹脂を併用した場合に、フィ
ルム形成性樹脂、特にポリイミド樹脂との反応性が低下する傾向にある。
【００２８】
　室温（２５℃）で固形状のエポキシ樹脂としては、例えば、ビスフェノールＡ型エポキ
シ樹脂、ビスフェノールＳ型エポキシ樹脂、フェノールノボラック型エポキシ樹脂、クレ
ゾールノボラック型エポキシ樹脂、グリシジルアミン型エポキシ樹脂、グリシジルエステ
ル型エポキシ樹脂、３官能エポキシ樹脂、４官能エポキシ樹脂などが挙げられる。中でも
、固形３官能エポキシ樹脂、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂などが好ましい。これ
らのエポキシ樹脂は１種単独で用いても、２種以上を併用してもよい。
　室温で固形状のエポキシ樹脂のエポキシ当量は、１５０～３０００ｇ／ｅｑが好ましく
、１６０～２５００ｇ／ｅｑがより好ましく、１７０～２０００ｇ／ｅｑが特に好ましい
。
　室温で固形状のエポキシ樹脂の軟化点は、４０～１２０℃が好ましく、５０～１１０℃
がより好ましく、６０～１００℃が特に好ましい。前記軟化点が前記範囲内にあると、タ
ック性を抑えることができ、容易に取り扱うことが可能となる。
【００２９】
　（ii）充填剤
　本発明に用いる充填剤は、常温保管時や加熱時に、変質することがなく性能が安定して
いるものであれば特に制限はなく、無機充填剤や有機充填剤などを使用することができる
。充填剤は１種単独で用いても、２種以上を併用してもよい。
【００３０】
　前記無機充填剤としては、例えば、シリカ、アルミナ、酸化亜鉛、酸化マグネシウム、
酸化チタン、酸化アンチモン、水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウム、窒化ホウ素、
炭酸カルシウム、クレー、タルク、マイカ、ガラス繊維、ガラスフレーク、ガラスビーズ
、硫酸バリウムなどが挙げられ、不純物が少ないシリカ、アルミナが好ましい。これらは
１種単独で用いても、２種以上を併用してもよい。
【００３１】
　前記有機充填剤としては、例えば、セルロース、フッ素樹脂、エポキシ樹脂、ウレタン
樹脂、メラミン樹脂、フェノール樹脂、アクリル樹脂、ポリエステル樹脂、スチレン樹脂
、スチレンブタジエン共重合体などが挙げられ、樹脂組成物の硬化物の線膨張係数を低下
させる効果が大きいエポキシ樹脂、フェノール樹脂が好ましい。これらは１種単独で用い
ても、２種以上を併用してもよい。
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【００３２】
　前記充填剤の形状としては、球状や鱗片状が好ましく、特に球状の充填剤は異方性が少
ないため、樹脂組成物全体の線膨張係数を低減する能力に優れているので、さらに好まし
い。充填剤の粒径としては、１０ｎｍ以上であることが好ましく、５０ｎｍ以上であるこ
とがより好ましく、１００ｎｍ以上であることが特に好ましい。また５０μｍ以下である
ことが好ましく、２０μｍ以下であることがより好ましく、１０μｍ以下であることが特
に好ましい。充填剤の粒径が前記下限値未満になると作業性、樹脂組成物中における分散
性が低下する。他方前記上限値を超えると隣接端子間に跨る様に充填剤が存在することと
なり、金属箔による端子間接続を阻害する。
【００３３】
　前記充填剤の含有量は、硬化性樹脂組成物の全重量に対して、１重量％以上であること
が好ましく、１０重量％以上であることがより好ましく、２０重量％以上であることが特
に好ましい。また、８０重量％以下であることが好ましく、７０重量％以下であることが
より好ましく、６０重量％以下であることが特に好ましい。充填剤の含有量が前記下限値
未満になると硬化後の樹脂組成物の線膨張係数を低下させる効果が得られない。他方、前
記上限値を超えると樹脂組成物の被着体に対する密着力が低下し電子部品の信頼性が低下
することと、樹脂組成物の流動性が極端に低下し成形できなくなる。
【００３４】
　また、前記充填剤の含有量は、前記充填剤の体積をＦｖ、金属層の体積をＭｖとした時
、
Ｆｖ／Ｍｖが０．０１～１０．０であることが好ましく、さらに、０．０２～８．０であ
ることが好ましく、０．０５～５．０であることが特に好ましい。Ｆｖ／Ｍｖを上記下限
値以上とすることで、硬化後の樹脂組成物の線膨張係数を効果的に低下させることができ
るため、電子部品の信頼性を向上させることができる。また、Ｆｖ／Ｍｖを上記上限値以
下とすることで、金属層が加熱工程（後述する）で樹脂組成物中を確実に移動することが
できるため、良好な端子間接続を実現することができる。
【００３５】
　樹脂層と、金属層とから構成される積層構造を有する導電接続材料において、樹脂層中
に充填剤を配合することにより、硬化後の樹脂層の線膨張係数を低減し、さらに、冷熱サ
イクル試験や部品実装時の加熱による熱膨張に起因する接続部の応力を低減することがで
き、電子部品の信頼性を高めることができる。さらに、充填剤を配合すると樹脂層中の樹
脂成分含有率が低下するため、硬化後の樹脂層の吸湿、吸水量が低減でき、電子部品の吸
湿耐熱性が向上することもできる。また、充填剤を配合することによって、各端子上に凝
集した金属層が、端子上の外へ流動することが抑制される。この理由は必ずしも明らかで
はないが、樹脂層に配合された充填剤が、各端子上に凝集した金属層を保持し、端子上の
外へ流動することを抑制することに起因していると考えられる。このため、電子部品の信
頼性を高めることができる。
【００３６】
（iii）フィルム形成性樹脂
　固形状の硬化性樹脂組成物を使用する場合、前記硬化性樹脂とフィルム形成性樹脂とを
併用することが好ましい。本発明で用いるフィルム形成性樹脂としては、有機溶媒に可溶
であり、単独で製膜性を有するものであれば特に制限はない。熱可塑性樹脂又は熱硬化性
樹脂のいずれのものも使用することができ、また、これらを併用することもできる。具体
的に、フィルム形成性樹脂としては、（メタ）アクリル系樹脂、フェノキシ樹脂、ポリエ
ステル樹脂（飽和ポリエステル樹脂）、ポリウレタン樹脂、ポリイミド樹脂、ポリアミド
イミド樹脂、シロキサン変性ポリイミド樹脂、ポリブタジエン樹脂、ポリプロピレン樹脂
、スチレン－ブタジエン－スチレン共重合体、スチレン－エチレン－ブチレン－スチレン
共重合体、ポリアセタール樹脂、ポリビニルブチラール樹脂、ポリビニルアセタール樹脂
、ブチルゴム、クロロプレンゴム、ポリアミド樹脂、アクリロニトリル－ブタジエン共重
合体、アクリロニトリル－ブタジエン－アクリル酸共重合体、アクリロニトリル－ブタジ
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エン－スチレン共重合体、ポリ酢酸ビニル、ナイロンなどが挙げられる。中でも、（メタ
）アクリル系樹脂、フェノキシ樹脂、ポリエステル樹脂及びポリイミド樹脂が好ましい。
フィルム形成性樹脂は１種単独で用いても、２種以上を併用してもよい。
【００３７】
　なお、本明細書において、「（メタ）アクリル系樹脂」とは、（メタ）アクリル酸及び
その誘導体の重合体、又は（メタ）アクリル酸及びその誘導体と他の単量体との共重合体
を意味する。「（メタ）アクリル酸」などと表記するときは、「アクリル酸又はメタクリ
ル酸」などを意味する。
【００３８】
　本発明で用いる（メタ）アクリル系樹脂としては、例えば、ポリアクリル酸、ポリメタ
クリル酸、ポリアクリル酸メチル、ポリアクリル酸エチル、ポリアクリル酸ブチル、ポリ
アクリル酸－２－エチルヘキシルなどのポリアクリル酸エステル、ポリメタクリル酸メチ
ル、ポリメタクリル酸エチル、ポリメタクリル酸ブチルなどのポリメタクリル酸エステル
、ポリアクリロニトリル、ポリメタクリロニトリル、ポリアクリルアミド、アクリル酸ブ
チル－アクリル酸エチル－アクリロニトリル共重合体、アクリロニトリル－ブタジエン共
重合体、アクリロニトリル－ブタジエン－アクリル酸共重合体、アクリロニトリル－ブタ
ジエン－スチレン共重合体、アクリロニトリル－スチレン共重合体、メタクリル酸メチル
－スチレン共重合体、メタクリル酸メチル－アクリロニトリル共重合体、メタクリル酸メ
チル－α－メチルスチレン共重合体、アクリル酸ブチル－アクリル酸エチル－アクリロニ
トリル－２－ヒドロキシエチルメタクリレート－メタクリル酸共重合体、アクリル酸ブチ
ル－アクリル酸エチル－アクリロニトリル－２－ヒドロキシエチルメタクリレート－アク
リル酸共重合体、アクリル酸ブチル－アクリロニトリル－２－ヒドロキシエチルメタクリ
レート共重合体、アクリル酸ブチル－アクリロニトリル－アクリル酸共重合体、アクリル
酸エチル－アクリロニトリル－Ｎ，Ｎ－ジメチルアクリルアミド共重合体などが挙げられ
る。中でも、アクリル酸ブチル－アクリル酸エチル－アクリロニトリル共重合体、アクリ
ル酸エチル－アクリロニトリル－Ｎ，Ｎ－ジメチルアクリルアミド共重合体が好ましい。
これらの（メタ）アクリル系樹脂は１種単独で用いても、２種以上を併用してもよい。
【００３９】
　本発明で用いるフェノキシ樹脂の骨格は、特に制限されないが、ビスフェノールＡタイ
プ、ビスフェノールＦタイプ、ビフェニルタイプなどが好ましく挙げられる。
【００４０】
　本発明で用いるポリイミド樹脂としては、繰り返し単位中にイミド結合を持つ樹脂であ
れば特に制限されない。例えば、ジアミンと酸二無水物を反応させ、得られたポリアミド
酸を加熱、脱水閉環することにより得られるものが挙げられる。
【００４１】
　前記ジアミンとしては、例えば、３，３'－ジメチル－４，４'－ジアミノジフェニル、
４，６－ジメチル－ｍ－フェニレンジアミン、２，５－ジメチル－ｐ－フェニレンジアミ
ンなどの芳香族ジアミン、１，３－ビス（３－アミノプロピル）―１，１，３，３―テト
ラメチルジシロキサンなどのシロキサンジアミンが挙げられる。ジアミンは１種単独で用
いても、２種以上を併用してもよい。
【００４２】
　また、前記酸二無水物としては、３，３'，４，４'－ビフェニルテトラカルボン酸、ピ
ロメリット酸二無水物、４，４'－オキシジフタル酸二無水物などが挙げられる。酸二無
水物は１種単独で用いても、２種以上を併用してもよい。
【００４３】
　ポリイミド樹脂は、溶剤に可溶なものでも、不溶なものでもよいが、他の成分と混合す
る際のワニス化が容易であり、取扱性に優れている点で溶剤可溶性のものが好ましい。特
に、様々な有機溶媒に溶解できる点でシロキサン変性ポリイミド樹脂を用いることが好ま
しい。
【００４４】
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　本発明で用いるフィルム形成性樹脂の重量平均分子量は８，０００～１，０００，００
０が好ましく、８，５００～９５０，０００がより好ましく、９，０００～９００，００
０がさらに好ましい。フィルム形成性樹脂の重量平均分子量が上記の範囲であると、製膜
性を向上させることが可能で、且つ、硬化前の導電接続材料の流動性を抑制することがで
きる。なお、フィルム形成性樹脂の重量平均分子量は、ＧＰＣ（ゲル浸透クロマトグラフ
ィー）により測定することができる。
【００４５】
　本発明においては、このようなフィルム形成性樹脂として市販品を使用することができ
る。さらに、本発明の効果を損ねない範囲で、フィルム形成性樹脂に、可塑剤、安定剤、
帯電防止剤、酸化防止剤や顔料などの各種添加剤を配合したものを使用してもよい。
【００４６】
　本発明に用いられる導電接続材料において、前記フィルム形成性樹脂の含有量は、使用
する硬化性樹脂組成物の形態に応じて適宜設定することができる。
　例えば、固形状の硬化性樹脂組成物の場合には、フィルム形成性樹脂の含有量は、硬化
性樹脂組成物の全重量に対して、５重量％以上であることが好ましく、１０重量％以上で
あることがより好ましく、１５重量％以上であることが特に好ましい。また、５０重量％
以下であることが好ましく、４５重量％以下であることがより好ましく、４０重量％以下
であることが特に好ましい。フィルム形成性樹脂の含有量が前記範囲内にあると溶融前の
硬化性樹脂組成物の流動性を抑制することができ、導電接続材料を容易に取り扱うことが
可能となる。
【００４７】
　（iv）硬化剤
　本発明で用いる硬化剤としては、フェノール類、酸無水物及びアミン化合物が好ましく
挙げられる。硬化剤は、硬化性樹脂の種類などに応じて適宜選択することができる。例え
ば、硬化性樹脂としてエポキシ樹脂を使用する場合、エポキシ樹脂との良好な反応性、硬
化時の低寸法変化及び硬化後の適切な物性（例えば、耐熱性、耐湿性など）が得られる点
で硬化剤としてフェノール類を用いることが好ましく、硬化性樹脂の硬化後の物性が優れ
ている点で２官能以上のフェノール類がより好ましい。また、このような硬化剤は１種単
独で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００４８】
　前記フェノール類としては、例えば、ビスフェノールＡ、テトラメチルビスフェノール
Ａ、ジアリルビスフェノールＡ、ビフェノール、ビスフェノールＦ、ジアリルビスフェノ
ールＦ、トリスフェノール、テトラキスフェノール、フェノールノボラック樹脂、クレゾ
ールノボラック樹脂などが挙げられる。中でも、エポキシ樹脂との反応性が良好であり、
硬化後の物性が優れている点でフェノールノボラック樹脂及びクレゾールノボラック樹脂
が好ましい。
【００４９】
　硬化剤の含有量は、使用する硬化性樹脂や硬化剤の種類及び後述するフラックス機能を
有する化合物が硬化剤として機能する官能基を有する場合、その官能基の種類や使用量に
よって適宜選択することができる。
　例えば、硬化性樹脂としてエポキシ樹脂を用いた場合、硬化剤の含有量は硬化性樹脂組
成物の全重量に対して、０．１～５０重量％が好ましく、０．２～４０重量％がより好ま
しく、０．５～３０重量％が特に好ましい。硬化剤の含有量が前記範囲内にあると端子間
の電気的接続強度及び機械的接着強度を十分に確保することができる。
【００５０】
　（v）硬化促進剤
　本発明で用いる硬化促進剤としては、イミダゾール、２－メチルイミダゾール、２－ウ
ンデシルイミダゾール、２－ヘプタデシルイミダゾール、１，２－ジメチルイミダゾール
、２－エチル－４－メチルイミダゾール、２－フェニルイミダゾール、２－フェニル－４
－メチルイミダゾール、１－ベンジル－２－フェニルイミダゾール、１－ベンジル－２－
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メチルイミダゾール、１－シアノエチル－２－メチルイミダゾール、１－シアノエチル－
２－エチル－４－メチルイミダゾール、１－シアノエチル－２－ウンデシルイミダゾール
、１－シアノエチル－２－フェニルイミダゾール、１－シアノエチル－２－ウンデシルイ
ミダゾリウムトリメリテイト、１－シアノエチル－２－フェニルイミダゾリウムトリメリ
テイト、２，４－ジアミノ－６－［２'－メチルイミダゾリル（１'）］－エチル－ｓ－ト
リアジン、２，４－ジアミノ－６－［２'－ウンデシルイミダゾリル（１'）］－エチル－
ｓ－トリアジン、２，４－ジアミノ－６－［２'－エチル－４－メチルイミダゾリル（１'
）］－エチル－ｓ－トリアジン、２，４－ジアミノ－６－［２'－メチルイミダゾリル（
１'）］－エチル－ｓ－トリアジンのイソシアヌル酸付加物、２－フェニルイミダゾール
のイソシアヌル酸付加物、２－メチルイミダゾールのイソシアヌル酸付加物、２－フェニ
ル－４，５－ジヒドロキシジメチルイミダゾール、２－フェニル－４－メチル－５－ヒド
ロキシメチルイミダゾールなどのイミダゾール化合物が挙げられる。
【００５１】
　硬化促進剤の含有量は、使用する硬化促進剤の種類に応じて適宜設定することができる
。
　例えば、イミダゾール化合物を使用する場合には、イミダゾール化合物の含有量は、硬
化性樹脂組成物の全重量に対して、０．００１重量％以上が好ましく、０．００３重量％
以上がより好ましく、０．００５重量％以上が特に好ましい。また、１．０重量％以下が
好ましく、０．７重量％以下がより好ましく、０．５重量％以下が特に好ましい。イミダ
ゾール化合物の含有量が前記下限未満になると硬化促進剤としての作用が十分に発揮され
ず、硬化性樹脂組成物を十分に硬化できない場合がある。他方、イミダゾール化合物の含
有量が前記上限を超えると、硬化性樹脂組成物の硬化が完了する前に金属層が端子表面に
十分に移動せず、絶縁性領域に金属層が残り絶縁性が十分に確保できない場合がある。ま
た、導電接続材料の保存安定性が低下する場合がある。
【００５２】
　（vi）フラックス機能を有する化合物
　本発明で用いるフラックス機能を有する化合物は、端子及び金属箔の表面酸化膜など金
属酸化膜を還元する作用を有するものである。例えば、フラックス機能を有する化合物と
しては、フェノール性水酸基及び／又はカルボキシル基を有する化合物が好ましい。フェ
ノール性水酸基を有する化合物としては、例えば、フェノール、ｏ－クレゾール、２，６
－キシレノール、ｐ－クレゾール、ｍ－クレゾール、ｏ－エチルフェノール、２，４－キ
シレノール、２，５－キシレノール、ｍ－エチルフェノール、２，３－キシレノール、メ
シトール、３，５－キシレノール、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール、カテコール、ｐ－
ｔｅｒｔ－アミルフェノール、レゾルシノール、ｐ－オクチルフェノール、ｐ－フェニル
フェノール、ビスフェノールＦ、ビスフェノールＡＦ、ビフェノール、ジアリルビスフェ
ノールＦ、ジアリルビスフェノールＡ、トリスフェノール、テトラキスフェノールなどの
フェノール性水酸基を含有するモノマー類、フェノールノボラック樹脂、ｏ－クレゾール
ノボラック樹脂、ビスフェノールＦノボラック樹脂、ビスフェノールＡノボラック樹脂な
どのフェノール性水酸基を含有する樹脂が挙げられる。
【００５３】
　カルボキシル基を有する化合物としては、例えば、脂肪族酸無水物、脂環式酸無水物、
芳香族酸無水物、脂肪族カルボン酸、芳香族カルボン酸などが挙げられる。前記脂肪族酸
無水物としては、無水コハク酸、ポリアジピン酸無水物、ポリアゼライン酸無水物、ポリ
セバシン酸無水物などが挙げられる。前記脂環式酸無水物としては、メチルテトラヒドロ
無水フタル酸、メチルヘキサヒドロ無水フタル酸、無水メチルハイミック酸、ヘキサヒド
ロ無水フタル酸、テトラヒドロ無水フタル酸、トリアルキルテトラヒドロ無水フタル酸、
メチルシクロヘキセンジカルボン酸無水物などが挙げられる。前記芳香族酸無水物として
は、無水フタル酸、無水トリメリット酸、無水ピロメリット酸、ベンゾフェノンテトラカ
ルボン酸無水物、エチレングリコールビストリメリテート、グリセロールトリストリメリ
テートなどが挙げられる。
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【００５４】
　前記脂肪族カルボン酸としては、蟻酸、酢酸、プロピオン酸、酪酸、吉草酸、ピバル酸
、カプロン酸、カプリル酸、ラウリン酸、ミリスチン酸、パルミチン酸、ステアリン酸、
アクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸、オレイン酸、フマル酸、マレイン酸、シュウ酸
、マロン酸、琥珀酸、グルタル酸、アジピン酸、セバシン酸、ドデカンジオン酸、ピメリ
ン酸などが挙げられる。中でも、下記式（１）：
　　　ＨＯＯＣ－（ＣＨ２）ｎ－ＣＯＯＨ　　　（１）
（式（１）中、ｎは１～２０の整数である。）
で表される脂肪族カルボン酸が好ましく、アジピン酸、セバシン酸、ドデカンジオン酸が
より好ましい。
【００５５】
　芳香族カルボン酸の構造は特に制限されないが、下記式（２）又は（３）で表される化
合物が好ましい。
【化１】

［式中、Ｒ１～Ｒ５は、それぞれ独立して、１価の有機基であり、Ｒ１～Ｒ５の少なくと
も一つは水酸基である。］

【化２】

［式中、Ｒ６～Ｒ２０は、それぞれ独立して、１価の有機基であり、Ｒ６～Ｒ２０の少な
くとも一つは水酸基又はカルボキシル基である。］
【００５６】
　芳香族カルボン酸としては、安息香酸、フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、ヘミ
メリット酸、トリメリット酸、トリメシン酸、メロファン酸、プレーニト酸、ピロメリッ
ト酸、メリット酸、キシリル酸、ヘメリト酸、メシチレン酸、プレーニチル酸、トルイル
酸、ケイ皮酸、サリチル酸、２，３－ジヒドロキシ安息香酸、２，４－ジヒドロキシ安息
香酸、ゲンチジン酸（２，５－ジヒドロキシ安息香酸）、２，６－ジヒドロキシ安息香酸
、３，５－ジヒドロキシ安息香酸、没食子酸（３，４，５－トリヒドロキシ安息香酸）、
などの安息香酸誘導体；１，４－ジヒドロキシ－２－ナフトエ酸、３，５－ジヒドロキシ
－２－ナフトエ酸、３，５－２－ジヒドロキシ－２－ナフトエ酸などのナフトエ酸誘導体
；フェノールフタリン；ジフェノール酸などが挙げられる。
【００５７】
　これらの中でも、本発明では、フラックス機能を有するだけでなく、硬化性樹脂の硬化
剤として作用する化合物であることが好ましい。すなわち、本発明で用いるフラックス機
能を有する化合物としては、金属層及び端子などの金属の表面酸化膜を還元する作用を示
し、且つ、硬化性樹脂と反応可能な官能基を有する化合物を用いることが好ましい。該官
能基は、硬化性樹脂の種類によって適宜選択する。例えば、硬化性樹脂としてエポキシ樹
脂を用いる場合、該官能基は、カルボキシル基、水酸基及びアミノ基などのエポキシ基と
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反応可能な官能基が好ましい。フラックス機能を有する化合物が硬化剤としても作用する
ことで、金属層及び端子などの金属の表面酸化膜を還元して金属表面の濡れ性を高め、導
電性領域の形成を容易にすると共に、導電性領域を形成した後は、硬化性樹脂に付加して
樹脂の弾性率又はＴｇを高めることができる。また、フラックス機能を有する化合物が硬
化剤として作用することで、フラックス洗浄が不要となり、フラックス成分が残存するこ
とによるイオンマイグレーションの発生を抑制することができるといった利点がある。
【００５８】
　このようなフラックス機能を有する化合物としては、カルボキシル基を少なくとも１つ
有していることが好ましい。例えば、硬化性樹脂としてエポキシ樹脂を用いる場合、該化
合物としては、脂肪族ジカルボン酸又はカルボキシル基とフェノール性水酸基とを有する
化合物などが挙げられる。
　脂肪族ジカルボン酸としては、脂肪族炭化水素基にカルボキシル基が２個結合した化合
物が好ましく挙げられる。脂肪族炭化水素基は、飽和又は不飽和の非環式であってもよい
し、飽和又は不飽和の環式であってもよい。また、脂肪族炭化水素基が非環式の場合には
直鎖状でも分岐状でもよい。
【００５９】
　このような脂肪族ジカルボン酸としては、前記式（１）においてｎが１～２０の整数で
ある化合物が好ましく挙げられる。前記式（１）中のｎが上記範囲内であると、フラック
ス活性、接着時のアウトガス、導電接続材料が硬化した後の弾性率及びガラス転移温度の
バランスが良好なものとなる。特に、導電接続材料の硬化後の弾性率の増加を抑制し、被
接着物との接着性を向上させることができることから、ｎは３以上が好ましい。また、弾
性率の低下を抑制し、接続信頼性をさらに向上させることができることから、ｎは１０以
下が好ましい。
【００６０】
　前記式（１）で示される脂肪族ジカルボン酸としては、グルタル酸、アジピン酸、ピメ
リン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ウンデカン二酸、ドデカン二酸、トリ
デカン二酸、テトラデカン二酸、ペンタデカン二酸、オクタデカン二酸、ノナデカン二酸
、エイコサン二酸などが挙げられる。中でも、アジピン酸、スベリン酸、セバシン酸、ド
デンカン二酸が好ましく、セバシン酸が特に好ましい。
【００６１】
　前記カルボキシル基とフェノール性水酸基とを有する化合物としては、サリチル酸、２
，３－ジヒドロキシ安息香酸、２，４－ジヒドロキシ安息香酸、ゲンチジン酸（２，５－
ジヒドロキシ安息香酸）、２，６－ジヒドロキシ安息香酸、３，４－ジヒドロキシ安息香
酸、没食子酸（３，４，５－トリヒドロキシ安息香酸）などの安息香酸誘導体；１，４－
ジヒドロキシ－２－ナフトエ酸、３，５－ジヒドロキシ－２－ナフトエ酸などのナフトエ
酸誘導体；フェノールフタリン；ジフェノール酸などが挙げられる。中でも、フェノール
フタリン、ゲンチジン酸、２，４－ジヒドロキシ安息香酸、２，６－ジヒドロキシ安息香
酸が好ましく、フェノールフタリン、ゲンチジン酸が特に好ましい。
【００６２】
　フラックス機能を有する化合物は、１種単独で用いても２種以上を併用してもよい。ま
た、いずれの化合物も吸湿しやすく、ボイド発生の原因となるため、フラックス機能を有
する化合物を使用前に予め乾燥させておくことが好ましい。
【００６３】
　フラックス機能を有する化合物の含有量は、使用する樹脂組成物の形態に応じて適宜設
定することができる。
　例えば、樹脂組成物が液状の場合、フラックス機能を有する化合物の含有量は、硬化性
樹脂組成物の全重量に対して、１重量％以上が好ましく、２重量部％以上がより好ましく
、３重量％以上が特に好ましい。また、５０重量％以下が好ましく、４０重量％以下がよ
り好ましく、３０重量％以下がさらに好ましく、２５重量％以下が特に好ましい。
　固形状の樹脂組成物の場合には、フラックス機能を有する化合物の含有量は、硬化性樹
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脂組成物の全重量に対して、１重量％以上が好ましく、２重量％以上がより好ましく、３
重量％以上が特に好ましい。また、５０重量％以下が好ましく、４０重量％以下がより好
ましく、３０重量％以下がさらに好ましく、２５重量％以下が特に好ましい。
　フラックス機能を有する化合物の含有量が上記範囲内であると、金属層及び端子の表面
酸化膜を電気的に接合できる程度に除去することができる。さらに、樹脂組成物が硬化性
樹脂の場合、硬化時に、樹脂に効率よく付加して樹脂の弾性率又はＴｇを高めることがで
きる。また、未反応のフラックス機能を有する化合物に起因するイオンマイグレーション
の発生を抑制することができる。
【００６４】
　（vii）シランカップリング剤
　本発明で用いるシランカップリング剤としては、エポキシシランカップリング剤、芳香
族含有アミノシランカップリング剤などが挙げられる。シランカップリング剤を添加する
ことにより、接合部材と導電接続材料との密着性を高めることができる。シランカップリ
ング剤は１種単独で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００６５】
　シランカップリング剤の含有量は、接合部材や硬化性樹脂などの種類に応じて適宜選択
することができる。例えば、シランカップリング剤の含有量は、硬化性樹脂組成物の全重
量に対して、０．０１重量％以上が好ましく、０．０５重量％以上がより好ましく、０．
１重量％以上が特に好ましく、また、２重量％以下が好ましく、１．５重量％以下がより
好ましく、１重量％以下が特に好ましい。
【００６６】
　本発明で用いる硬化性樹脂組成物には、本発明の効果を損ねない範囲で、可塑剤、安定
剤、粘着付与剤、滑剤、充填剤、帯電防止剤、酸化防止剤及び顔料などを配合してもよい
。
【００６７】
　本発明において、前記硬化性樹脂組成物は、上記各成分を混合・分散させることによっ
て調製することができる。各成分の混合方法や分散方法は特に限定されず、従来公知の方
法で混合、分散させることができる。
【００６８】
　また、本発明においては、前記各成分を溶媒中で又は無溶媒下で混合して液状の硬化性
樹脂組成物を調製してもよい。このとき用いられる溶媒としては、各成分に対して不活性
なものであれば特に限定はないが、例えば、アセトン、メチルエチルケトン（ＭＥＫ）、
メチルイソブチルケトン（ＭＩＢＫ）、ジイソブチルケトン（ＤＩＢＫ）、シクロヘキサ
ノン、ジアセトンアルコール（ＤＡＡ）などのケトン類；ベンゼン、キシレン、トルエン
などの芳香族炭化水素類、メチルアルコール、エチルアルコール、イソプロピルアルコー
ル、ｎ－ブチルアルコールなどのアルコール類、メチルセロソルブ、エチルセロソルブ、
ブチルセロソルブ、メチルセロソルブアセテート、エチルセロソルブアセテートなどのセ
ロソルブ類、Ｎ－メチル－２－ピロリドン（ＮＭＰ）、テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）、
ジメチルホルムアミド（ＤＭＦ）、ニ塩基酸エステル（ＤＢＥ）、３－エトキシプロピオ
ン酸エチル（ＥＥＰ）、ジメチルカーボネート（ＤＭＣ）などが挙げられる。また、溶媒
の使用量は、溶媒に混合した成分の固形分濃度が１０～６０重量％となる量であることが
好ましい。
【００６９】
　（ｂ）熱可塑性樹脂組成物
　本発明においては、樹脂組成物として熱可塑性樹脂組成物を用いることもできる。
　本発明で用いる熱可塑性樹脂組成物は、熱可塑性樹脂及び充填剤のほか、必要に応じて
、フラックス機能を有する化合物、シランカップリング剤などが含まれる。
【００７０】
　（i）熱可塑性樹脂
　本発明で用いる熱可塑性樹脂としては、例えば、酢酸ビニル系、ポリビニルアルコール
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樹脂、ポリビニルブチラール樹脂、塩化ビニル樹脂、（メタ）アクリル樹脂、フェノキシ
樹脂、ポリエステル樹脂、ポリイミド樹脂、ポリアミドイミド樹脂、シロキサン変性ポリ
イミド樹脂、ポリブタジエン樹脂、アクリル樹脂、スチレン樹脂、ポリエチレン樹脂、ポ
リプロピレン樹脂、ポリアミド樹脂、セルロース樹脂、イソブチレン樹脂、ビニルエーテ
ル樹脂、液晶ポリマー樹脂、ポリフェニレンスルフィド樹脂、ポリフェニレンエーテル樹
脂、ポリエーテルサルフォン樹脂、ポリエーテルイミド樹脂、ポリエーテルエーテルケト
ン樹脂、ポリウレタン樹脂、スチレン－ブタジエン－スチレン共重合体、スチレン－エチ
レン－ブチレン－スチレン共重合体、ポリアセタール樹脂、ポリビニルアセタール樹脂、
ブチルゴム、クロロプレンゴム、アクリロニトリル－ブタジエン共重合体、アクリロニト
リル－ブタジエン－アクリル酸共重合体、アクリロニトリル－ブタジエン－スチレン共重
合体、ポリ酢酸ビニル等が挙げられる。熱可塑性樹脂は、単一の重合体でもよく、上記熱
可塑樹脂の２種以上の共重合体でもよい。
【００７１】
　熱可塑性樹脂の軟化点は、特に制限されないが、導電接続材料を構成する金属層の融点
より１０℃以上低いことが好ましく、２０℃以上低いことが特に好ましく、３０℃以上低
いことがより好ましい。
【００７２】
　また、熱可塑性樹脂の分解温度は、特に制限されないが、導電接続材料を構成する金属
層の融点よりも１０℃以上高いことが好ましく、２０℃以上高いことが特に好ましく、３
０℃以上高いことがより好ましい。
【００７３】
　熱可塑性樹脂の含有量は使用する熱可塑性樹脂組成物の形態に応じて適宜設定すること
ができる。
　例えば、熱可塑性樹脂組成物が液状の場合、熱可塑性樹脂の含有量は、熱可塑性樹脂組
成物の全重量に対して、１０重量％以上が好ましく、１５重量％以上がより好ましく、２
０重量％以上がさらに好ましく、２５重量％以上がさらにより好ましく、３０重量％以上
がなお好ましく、３５重量％以上が特に好ましい。また、１００重量％以下が好ましく、
９５重量％以下がより好ましく、９０重量％以下がさらに好ましく、７５重量％以下がさ
らにより好ましく、６５重量％以下がなお好ましく、５５重量％以下が特に好ましい。
　熱可塑性樹脂組成物が固形状の場合は、熱可塑性樹脂の含有量は、熱可塑性樹脂組成物
の全重量に対して、５重量％以上が好ましく、１０重量％以上がより好ましく、１５重量
％以上がさらに好ましく、２０重量％以上が特に好ましい。また、９０重量％以下が好ま
しく、８５重量％以下がより好ましく、８０重量％以下がさらに好ましく、７５重量％以
下がさらにより好ましく、６５重量％以下がなお好ましく、５５重量％以下が特に好まし
い。
　熱可塑性樹脂の含有量が上記の範囲内であると端子間の電気的接続強度及び機械的接着
強度を十分に確保することができる。
【００７４】
　（ii）その他の添加剤
　本発明の熱可塑性樹脂組成物で用いる充填剤、フラックス機能を有する化合物、シラン
カップリング剤、その他の添加剤は、前記「（ａ）硬化性樹脂組成物」において説明した
ものと同じものを用いることができる。各成分の含有量、好ましい化合物及び調製方法も
硬化性樹脂組成物で説明したものと同様である。
【００７５】
　本発明においては、樹脂組成物として硬化性樹脂組成物を用いることが好ましい。中で
も、樹脂組成物の全重量に対して、エポキシ樹脂１０～９０重量％、充填剤１～８０重量
％、硬化剤０．１～５０重量％、フィルム形成性樹脂５～５０重量％及びフラックス機能
を有する化合物１～５０重量％を含むものがより好ましい。また、樹脂組成物の全重量に
対して、エポキシ樹脂２０～８０重量％、充填剤１０～７０重量％、硬化剤０．２～４０
重量％、フィルム形成性樹脂１０～４５重量％及びフラックス機能を有する化合物２～４
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０重量％を含むものがさらに好ましい。また、樹脂組成物の全重量に対して、エポキシ樹
脂３５～５５重量％、充填剤２０～６０重量％、硬化剤０．５～３０重量％、フィルム形
成性樹脂１５～４０重量％及びフラックス機能を有する化合物３～２５重量％を含むもの
が特に好ましい。
【００７６】
　本発明の導電接続材料において樹脂層の各々の厚みは、特に制限されないが、１μｍ以
上が好ましく、３μｍ以上がより好ましく、５μｍ以上が特に好ましい。また、樹脂層の
厚みは、２００μｍ以下が好ましく、１５０μｍ以下がより好ましく、１００μｍ以下が
特に好ましい。樹脂層の厚みが前記範囲内にあると、隣接する端子間の間隙に樹脂組成物
を十分に充填することができ、樹脂組成物の硬化後、固化後の機械的接着強度及び対向す
る端子間の電気的接続を十分に確保することができ、接続端子の製造も可能にすることが
できる。
【００７７】
　本発明の導電接続材料が樹脂層を複数含む場合、各樹脂層の組成は同一でもよいし、用
いる樹脂成分の種類や配合処方の違いなどにより異なっていてもよい。樹脂層の溶融粘度
や軟化温度などの物性も同一でもよいし異なっていてもよい。例えば液状の樹脂層と固形
状の樹脂層とを組み合わせて用いてもよい。
【００７８】
　本発明の樹脂層は、室温から１００℃における平均線膨張係数が、３～７０ｐｐｍであ
ることが好ましい。この場合、冷熱サイクル試験や部品実装時の加熱による熱膨張に起因
する、電子部材間を電気的に接続する接続部にかかる応力を低減することができる。
【００７９】
（２）金属層
　本発明において金属層は、金属箔で構成される層である。金属層は平面視で樹脂層の少
なくとも一部に形成されていればよく、樹脂層の全面に形成されていてもよい。
【００８０】
　金属層の形状は特に制限されず、一定の形状が繰り返しパターン状に形成されていても
よいし、形状が不規則であってもよい。規則的な形状と不規則な形状とが混在していても
よい。図１は、金属層の形状の一例を示す平面模式図である。樹脂層１２０の上に様々な
形状をもつ金属層１１０が形成されている。金属層の形状としては、例えば、図１に示さ
れるような点線の抜き模様状（ａ）、縞模様状（ｂ）、水玉模様状（ｃ）、矩形模様状（
ｄ）、チェッカー模様状（ｅ）、額縁状（ｆ）、格子模様状（ｇ）又は多重の額縁状（ｈ
）などが挙げられる。これらの形状は一例であり、目的や用途に応じてこれらの形状を組
み合わせたり、変形させて用いたりすることができる。
【００８１】
　本発明の一実施態様において、接続しようとする電極が被着体の接続面全体に配置され
ているようなフルグリッド型の被着体を接続する場合、樹脂層の全面にシート状の金属層
を形成することが好ましい。
【００８２】
　また、接続しようとする電極が被着体の接続面の周辺部に配置されるようなペリフェラ
ル型の被着体を接続する場合、金属層を有効に利用する観点、及び、隣接する電極間に金
属層を残存させないという観点から、樹脂層の少なくとも一部に繰り返しパターン状の金
属層を形成することが好ましい。このとき、金属層の形状は電極のピッチや形態等によっ
て適宜選択することができる。
【００８３】
　本発明に使用する金属層は、フラックス機能を有する化合物の還元作用により除去可能
な表面酸化膜を有するものが好ましく、錫（Ｓｎ）、鉛（Ｐｂ）、銀（Ａｇ）、ビスマス
（Ｂｉ）、インジウム（Ｉｎ）、亜鉛（Ｚｎ）、ニッケル（Ｎｉ）、アンチモン（Ｓｂ）
、鉄（Ｆｅ）、アルミニウム（Ａｌ）、金（Ａｕ）、ゲルマニウム（Ｇｅ）及び銅（Ｃｕ
）からなる群から選択される少なくとも２種以上の金属の合金、又は錫単体からなること
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が好ましい。
【００８４】
　これらのうち、溶融温度及び機械的物性を考慮すると、金属層は、Ｓｎ－Ｐｂの合金、
鉛フリー半田であるＳｎ－Ｂｉの合金、Ｓｎ－Ａｇ－Ｃｕの合金、Ｓｎ－Ｉｎの合金、Ｓ
ｎ－Ａｇの合金などのＳｎを含む合金からなる半田箔がより好ましい。Ｓｎ－Ｐｂの合金
を用いる場合、錫の含有率は、３０重量％以上１００重量％未満が好ましく、３５重量％
以上１００重量％未満がより好ましく、４０重量％以上が特に好ましい。また、１００重
量％未満が好ましい。また、鉛フリー半田の場合の錫の含有率は、１５重量％以上１００
重量％未満が好ましく、２０重量％以上１００重量％未満がより好ましく、２５重量％以
上１００重量％未満が特に好ましい。例えば、Ｓｎ－Ｐｂの合金としては、Ｓｎ６３－Ｐ
ｂ（融点１８３℃）、Ｓｎ－３．０Ａｇ－０．５Ｃｕ（融点２１７℃）、Ｓｎ－３．５Ａ
ｇ（融点２２１℃）、Ｓｎ－５８Ｂｉ（融点１３９℃）、Ｓｎ－９．０Ｚｎ（融点１９９
℃）、Ｓｎ－３．５Ａｇ－０．５Ｂｉ－３．０Ｉｎ（融点１９３℃）、Ａｕ－２０Ｓｎ（
融点２８０℃）、等が好ましく挙げられる。
【００８５】
　金属層は、接続しようとする電子部材や半導体装置の耐熱性に応じて適宜選択すればよ
い。例えば、半導体装置における端子間接続においては、半導体装置の部材が熱履歴によ
り損傷するのを防止するため、融点が３３０℃以下（より好ましくは３００℃以下、特に
好ましくは２８０℃以下、さらに好ましくは２６０℃以下）である金属層を用いることが
好ましい。また、端子間接続後の半導体装置の耐熱性を確保するためには、融点が１００
℃以上（より好ましくは１１０℃以上、特に好ましくは１２０℃以上）である金属層を用
いることが好ましい。なお、金属層の融点は、示差走査熱量計（ＤＳＣ）により測定する
ことができる。
【００８６】
　金属層の厚みは、対向する端子間のギャップ、隣接する端子間の離隔距離などに応じて
適宜選択することができる。例えば、半導体装置における半導体チップ、基板、半導体ウ
エハなどの各接続端子間の接続の場合、金属層の厚みは、０．５μｍ以上が好ましく、３
μｍ以上がより好ましく、５μｍ以上が特に好ましく、また、１００μｍ以下が好ましく
、５０μｍ以下がより好ましく、２０μｍ以下が特に好ましい。金属層の厚みが前記下限
未満になると導電部を構成するための金属が不足し、未接続の端子が増加する傾向にある
。他方、前記上限を超えると金属が余剰となり、隣接端子間でブリッジを起こし、ショー
トしやすくなる傾向にある。
【００８７】
　金属層の作製方法としては、例えば、インゴットなどの塊から圧延により作製する方法
、樹脂層へ直接蒸着、スパッタ、めっきなどにより金属層を形成する方法が挙げられる。
また、繰り返しパターン状の金属層の作製方法としては、例えば、金属層を所定のパター
ンに打抜く方法、エッチングなどにより所定のパターンを形成する方法、また、遮蔽板や
マスクなどを使用することにより蒸着、スパッタ、めっきなどで形成する方法が挙げられ
る。
【００８８】
　金属層の含有量は、導電接続材料の全重量に対して、５重量％以上が好ましく、２０重
量％以上がより好ましく、３０重量％以上が特に好ましい。また、１００重量％未満が好
ましく、８０重量％以下がより好ましく、７０重量％以下が特に好ましい。金属層の含有
量が上記下限未満になると、導電部を構成するための金属が不足し、未接続の端子が増加
する場合がある。他方、金属層の含有量が上記上限を超えると、金属が余剰となり、隣接
端子間でブリッジを起こしやすくなる。
【００８９】
　あるいは、金属層の含有量を導電接続材料に対する体積比率で定義してもよい。例えば
、金属層の含有量は、導電接続材料に対して１体積％以上が好ましく、５体積％以上がよ
り好ましく、１０体積％以上が特に好ましい。また、９０体積％以下が好ましく、８０体
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積％以下がより好ましく、７０体積％以下が特に好ましい。金属層の含有量が上記下限未
満になると、導電部を構成するための金属が不足し、未接続の端子が増加する場合がある
。他方、金属層の含有量が上記上限を超えると金属が余剰となり、隣接端子間でブリッジ
を起こしやすくなる。
【００９０】
　本発明において導電接続材料の形態は、樹脂組成物の形態などに応じて適宜選択するこ
とができる。例えば、樹脂組成物が液状の場合は、金属層の両面に樹脂組成物を塗布した
もの、ポリエステルシート等の剥離基材上に樹脂組成物を塗布し、所定温度で半硬化（Ｂ
ステージ化）等の目的で乾燥、製膜させた後に金属層を張り合わせてフィルム状にしたも
の等を導電接続材料として供することができる。樹脂組成物が固形状の場合は、有機溶剤
に溶解した樹脂組成物のワニスをポリエステルシート等の剥離基材上に塗布し、所定の温
度で乾燥させた後に金属層を張り合わせ、又は、蒸着などの手法を使いフィルム状に形成
したものを導電接続材料として供することができる。
【００９１】
　また、本発明の導電接続材料及びこれに用いられる金属層は、端子との接触を高めるた
めにエンボス加工を施したものを用いることもできる。
【００９２】
　本発明の導電接続材料の厚みは、特に制限されないが、１μｍ以上が好ましく、３μｍ
以上がより好ましく、５μｍ以上が特に好ましく、また、２００μｍ以下が好ましく、１
５０μｍ以下がより好ましく、１００μｍ以下が特に好ましい。導電接続材料の厚みが前
記範囲内にあると隣接する端子間の間隙に樹脂組成物を十分に充填することができる。ま
た、樹脂成分の硬化後又は固化後の機械的接着強度及び対向する端子間の電気的接続を十
分に確保することができる。また、目的や用途に応じた接続端子の製造も可能にすること
ができる。
【００９３】
　次に、導電接続材料の製造方法について説明する。
　本発明で用いる樹脂組成物が２５℃で液状の場合、例えば、金属層を液状の樹脂組成物
に浸漬させ、金属層の両面に液状の樹脂組成物を付着させて、本発明の導電接続材料を製
造することができる。樹脂組成物の厚み制御が必要な場合は、液状の樹脂組成物に浸漬さ
せた金属層を一定の間隙を有するバーコーターを通過させる方法や液状の樹脂組成物をス
プレーコーター等により吹き付ける方法により作製することができる。
【００９４】
　また、本発明で用いる樹脂組成物が２５℃でフィルム状の場合は、例えば、次のように
して導電接続材料を製造することができる。まず、有機溶剤に溶解した樹脂組成物のワニ
スをポリエステルシート等の剥離基材上に塗布し、所定の温度で乾燥させ製膜させてフィ
ルム状の樹脂組成物を作製する。次に、剥離基材上に製膜させた樹脂組成物を２枚準備し
金属層を挟んで熱ロールでラミネートすることで、金属層の上下に樹脂層を配置した、樹
脂層／金属層／樹脂層からなる３層の導電接続材料を作製することができる。また、上述
のラミネート方式により、金属層の片面に樹脂層を配置することで樹脂層／金属層からな
る２層の導電接続材料を作製することができる。
【００９５】
　また、巻重状の金属層を使用する場合は、金属層をベース基材として、金属層の上下又
は片側に前記フィルム状の樹脂組成物を熱ロールでラミネートすることで、巻重状の導電
接続材料を得ることもできる。さらに、巻重状の金属層を使用する場合、金属層の上下又
は片側に、ワニス状の樹脂組成物を直接塗布し、溶剤を揮散させることにより巻重状の導
電接続材料を作製することができる。
【００９６】
　パターン状の金属層を使用して導電接続材料を作製する場合、剥離基材上に金属層を配
置し、金属層側から金型で金属層をハーフカットし、余分な金属層を除去することにより
パターン状の金属層を作製し、前記フィルム状の樹脂組成物を熱ロールでラミネートすれ
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ばよい。パターン状の金属層の両面に樹脂層を設ける場合は、前記剥離基材を剥がし、樹
脂層が形成された面とは反対側のパターン状の金属層の面に、フィルム状の樹脂組成物を
さらにラミネートすればよい。
　なお、導電接続材料の製造方法は上記方法に制限されない。導電接続材料の製造方法は
、目的や用途に応じて当業者が適宜選択することができる。
【００９７】
　２．第１の電子部品の製造方法
　次に、本発明における第１の電子部品の製造方法について説明する。
　本発明における第１の電子部品の製造方法は、前記導電接続材料を用いて端子間を接続
する方法にかかるものであり、導電接続材料を、複数の端子を内側に向けて対向する二つ
の電子部材間に配置し、二つの電子部材がそれぞれ有する複数の端子に当接させる配置工
程と、前記導電接続材料を加熱して、複数の端子上に形成された導電部を介して二つの電
子部材がそれぞれ有する複数の端子を互いに接続する加熱工程と、前記樹脂層を硬化又は
固化する硬化／固化工程と、を含む。本発明における第１の電子部品の製造方法は、例え
ば、半導体ウエハ、半導体チップ、リジッド基板、フレキシブル基板、その他の電子部材
に形成されている端子同士を接続する際などに用いることができる。
【００９８】
　本発明における第１の電子部品の製造方法は、前記導電接続材料の樹脂組成物が硬化性
樹脂組成物である場合と、熱可塑性樹脂組成物である場合とで接続方法の工程が若干異な
る。以下、前記導電接続材料の樹脂層が硬化性樹脂を有する場合を第１実施態様とし、熱
可塑性樹脂を有する場合を第２実施態様として、それぞれの態様ごとに説明する。
【００９９】
（１）第１実施態様
　本発明の第１実施態様における第１の電子部品の製造方法において、電子部材を互いに
接続する工程は、金属層の融点以上であって、かつ樹脂層の硬化が完了しない温度で導電
接続材料を加熱することにより行われ、樹脂層を硬化または固化する工程は、樹脂層の硬
化が完了する温度で導電接続材料を加熱することにより行われる。
【０１００】
　この製造方法によれば、加熱溶融した金属層を選択的に端子間で凝集させて導電性領域
を形成し、その周囲に硬化性樹脂組成物による絶縁性領域を形成することができる。その
結果、隣接する端子間の絶縁性を確保してリーク電流を防ぐことができるので、端子間の
接続の接続信頼性を高めることができる。また、微細な配線回路においても多数の端子間
の電気的接続を一括で実施することが可能となり、複数の端子を有する電子部材間の接続
を容易にすることができる。さらに硬化性樹脂組成物を硬化させることによって導電性領
域又は絶縁性領域の機械的強度を高めることができる。
【０１０１】
　以下、図面を参照しながら、本発明の第１実施態様に係る第１の電子部品の製造方法の
好適な実施形態について詳細に説明するが、本発明の接続方法はこれらの図面に限定され
るものではない。
　（ａ）配置工程
　先ず、図２に示すように、複数の端子１１が設けられた基板１０と、複数の端子２１が
設けられた基板２０とを、複数の端子１１と複数の端子２１とが対向するように位置あわ
せする。そして、これらの端子間に、金属層１１０と、金属層１１０の両面に設けられた
硬化性樹脂組成物からなる樹脂層１２０と、を備える導電接続材料３０を配置する。この
時、導電接続材料３０はロールラミネータ又はプレス等の装置を使用し、図４に示すよう
に、あらかじめ基板１０又は基板２０の片側、あるいは、基板１０及び基板２０の双方に
熱圧着されていてもよい。また、端子１１および端子２１の表面は、電気的な接続を良好
にするために、必要により、洗浄、研磨、めっき及び表面活性化などの処理を施してもよ
い。そして、導電接続材料３０を、複数の端子１１および複数の端子２１へ当接させる。
【０１０２】
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　（ｂ）加熱工程
　加熱工程では、前記配置工程において端子間に配置した導電接続材料３０を、金属層１
１０の融点以上で加熱する。加熱温度は、金属層１１０の融点以上であればよく、例えば
加熱時間を短くするなど、加熱時間を調整することによって、金属層１１０が硬化性樹脂
中を移動できる範囲すなわち「硬化性樹脂組成物からなる樹脂層１２０の硬化が完了しな
い」範囲であれば、その上限は特に制限されない。加熱温度は、金属層１１０の融点より
５℃以上高い温度が好ましく、１０℃以上高い温度がより好ましく、２０℃以上高い温度
がさらに好ましく、３０℃以上高い温度が特に好ましい。
【０１０３】
　加熱温度は、使用する金属層及び硬化性樹脂組成物の組成などによって適宜選択するこ
とができるが、１００℃以上が好ましく、１３０℃以上がより好ましく、１４０℃以上が
特に好ましく、１５０℃以上が最も好ましい。接続しようとする基板などの熱劣化を防止
するためには、加熱温度は２６０℃以下が好ましく、２５０℃以下がより好ましく、２４
０℃以下が特に好ましい。
【０１０４】
　このような温度で導電接続材料３０を加熱すると、金属層１１０が溶融し、溶融した金
属層１１０が硬化性樹脂組成物からなる樹脂層１２０中を移動できるようになる。溶融し
た金属層１１０は、その濡れ性によって端子１１および２１上へ凝集することとなる。こ
れにより、図３に示すように、前記端子間には導電部１３０が形成され、端子１１と端子
２１とが電気的に接続される。ここで、端子上へ凝集するとは、金属層１１０の平面視に
おける面積がもとの面積よりも拡大または縮小することを言うのではなく、端子１１と端
子２１とを接続するための良好な形状となるよう、金属層１１０が端子１１および２１上
へ移動することを言う。よって、金属層１１０の平面視における面積が、縮小する場合や
拡大する場合を含む。他方、導電部１３０の周囲には硬化性樹脂組成物が充填されて絶縁
性領域１４０が形成される。その結果、隣接する端子間の絶縁性が確保され、隣接する端
子間のショートを防止することが可能となる。すなわち、導電接続材料３０は、複数の端
子１１および２１へ当接され、加熱されることにより、異方導電性を有する構造をとるこ
ととなる。
【０１０５】
　硬化性樹脂組成物がフラックス機能を有する化合物を含む場合、硬化性樹脂組成物に含
まれるフラックス機能を有する化合物の還元作用により、金属層１１０の表面酸化膜が除
去されるため、金属層１１０は濡れ性が高められた状態であり、金属結合が促されて対向
する端子間に凝集しやすくなる。他方、フラックス機能を有する化合物の還元作用により
端子１１及び２１の表面酸化膜も除去されて濡れ性が高められているため、金属層１１０
との金属結合が容易になる。
【０１０６】
　本発明における第１の電子部品の製造方法においては、対向する端子間の距離を近づけ
るように加圧して加熱してもよい。例えば、図２中の基板１０及び２０が対向する方向に
公知の熱圧着装置などの手段を用いて加熱及び加圧することにより、対向する各端子間の
距離を一定に制御することができ、対向する端子間の電気的な接続信頼性を高めることが
可能となる。
　さらに、加圧又は加熱する際に超音波や電場などを加えたり、レーザーや電磁誘導など
の特殊加熱を適用したりしてもよい。
【０１０７】
　（ｃ）硬化工程
　本発明における第１の電子部品の製造方法においては、前記加熱工程で導電部１３０と
絶縁性領域１４０とを形成した後、硬化性樹脂組成物を硬化させて絶縁性領域１４０を固
定する。これにより、前記端子間の電気的信頼性及び機械的接続強度を十分に確保するこ
とができる。特に本発明における第１の電子部品の製造方法においては、高絶縁抵抗値を
有する硬化性樹脂組成物を使用しているため、絶縁性領域の絶縁性をより十分に確保する
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ことができる。
【０１０８】
　硬化性樹脂組成物の硬化は、導電接続材料３０を加熱することなどによって実施するこ
とができる。導電接続材料３０の硬化温度は、硬化性樹脂組成物の組成に応じて適宜設定
することができるが、前記加熱工程での加熱温度より少なくとも５℃低い温度であること
が好ましく、少なくとも１０℃低い温度であることが特に好ましい。具体的には、１００
℃以上であることが好ましく、１２０℃以上であることがより好ましく、１３０℃以上で
あることが特に好ましく、１５０℃以上であることが最も好ましい。また、３００℃以下
であることが好ましく、２６０℃以下であることがより好ましく、２５０℃以下であるこ
とが特に好ましく、２４０℃以下であることが最も好ましい。硬化温度が前記範囲内にあ
ると、導電接続材料３０が熱分解せず、硬化性樹脂組成物を十分に硬化させることができ
る。
【０１０９】
（２）第２実施態様
　次に、本発明の第２実施態様における第１の電子部品の製造方法について説明する。本
発明の第２実施態様における第１の電子部品の製造方法において、電子部材を互いに接続
する工程は、金属層の融点以上であって、かつ樹脂層が軟化する温度で導電接続材料を加
熱することにより行われ、樹脂層を硬化または固化する工程は、樹脂層が固化する温度ま
で導電接続材料を冷却することにより行われる。
【０１１０】
　（ａ）配置工程
　熱可塑性樹脂組成物と金属層１１０とを含む導電接続材料３０を使用した場合も、前記
硬化性樹脂組成物と金属層１１０とを含む導電接続材料３０を使用した場合と同様に導電
接続材料３０を配置することができる。
【０１１１】
　（ｂ）加熱工程
　加熱工程は、特に制限されないが、前記配置工程において端子間に配置した導電接続材
料３０を、金属層１１０の融点以上で加熱する。加熱温度は、金属層の融点より５℃以上
高い温度が好ましく、１０℃以上高い温度がより好ましく、２０℃以上高い温度がさらに
好ましく、３０℃以上高い温度が特に好ましい。加熱温度は、金属層１１０の融点以上で
あり、熱可塑性樹脂組成物からなる樹脂層１２０が軟化して、金属層１１０が熱可塑性樹
脂からなる樹脂層１２０中を移動できる範囲すなわち「熱可塑性樹脂組成物からなる樹脂
層１２０が軟化する」範囲であれば、その上限は特に制限されない。
【０１１２】
　加熱温度は、使用する金属層及び熱可塑性樹脂組成物の組成などによって適宜選択する
ことができる。例えば、硬化性樹脂組成物と金属層とを含む導電接続材料と同様の加熱温
度で加熱することができる。
【０１１３】
　上記の温度で前記導電接続材料３０を加熱すると、金属層１１０が溶融し、溶融した金
属層１１０が熱可塑性樹脂組成物からなる樹脂層１２０中を移動できるようになる。溶融
した金属層１１０は、その濡れ性によって、端子１１および２１上へ凝集することとなる
。これにより、図３に示すように、前記端子間には導電部１３０が形成され、端子１１と
端子２１とが電気的に接続される。他方、導電部１３０の周囲には熱可塑樹脂組成物が充
填されて絶縁性領域１４０が形成される。その結果、隣接する端子間の絶縁性が確保され
、隣接する端子間のショートを防止することが可能となる。すなわち、導電接続材料３０
は、複数の端子１１および２１へ当接され、加熱されることにより、異方導電性を有する
構造をとることとなる。
【０１１４】
　熱可塑性樹脂組成物がフラックス機能を有する化合物を含む場合、熱可塑性樹脂組成物
に含まれるフラックス機能を有する化合物の還元作用により、金属層１１０の表面酸化膜
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は除去されるため、金属層１１０は濡れ性が高められた状態であり、金属結合が促されて
対向する端子間に凝集しやすくなる。他方、フラックス機能を有する化合物の還元作用に
より端子１１及び２１の表面酸化膜も除去されて濡れ性が高められているため、金属層１
１０との金属結合が容易になる。
【０１１５】
　（ｃ）固化工程
　本発明における第１の電子部品の製造方法においては、前記加熱工程で導電部１３０と
絶縁性領域１４０とを形成した後、熱可塑性樹脂組成物を固化させて絶縁性領域１４０領
域を固定する。これにより、前記端子間の電気的信頼性及び機械的接続強度を十分に確保
することができる。
【０１１６】
　熱可塑性樹脂組成物の固化は、前記加熱工程で加熱溶融した導電接続材料３０を冷却・
固化することによって実施することができる。導電接続材料３０の冷却・固化は、熱可塑
性樹脂組成物の組成に応じて適宜設定することができるものであり、特に制限されないが
、自然冷却による方法でもよく、また、冷気を吹きつけるなどの方法でもよい。
【０１１７】
　前記熱可塑性樹脂組成物の固化温度は、特に制限されないが、金属層１１０の融点より
低いことが好ましい。より具体的には、前記熱可塑性樹脂組成物の固化温度は、金属層１
１０の融点より１０℃以上低いことが好ましく、２０℃以上低いことが特に好ましい。ま
た、前記熱可塑性樹脂組成物の固化温度は、５０℃以上であることが好ましく、６０℃以
上であることが特に好ましく、１００℃以上であることがさらに好ましい。前記熱可塑性
樹脂組成物の固化温度が前記範囲内にあると、導電部１３０を確実に形成することができ
、また、絶縁性領域１４０が所望の耐熱性を有することができる。このため、隣接する端
子間の絶縁性が確保され、隣接する端子間のショートをより確実に防止することができる
。
【０１１８】
　本発明における第１の電子部品の製造方法では、樹脂層と金属層とからなる導電接続材
料を用いている。このため、導電接続材料を加熱することで、金属層を選択的に対向する
端子間に凝集させることができ、対向する端子間を電気的に接続するとともに、隣接する
端子間の絶縁性を確保することができる。さらに、半導体装置などの微細な配線回路にお
いて多数の端子間を一括で導通させることが可能であり、信頼性に優れた端子間接続を容
易に実施することができる。
【０１１９】
　３．第２の電子部品の製造方法
　次に、本発明における第２の電子部品の製造方法について説明する。
　本発明における第２の電子部品の製造方法は、導電接続材料を複数の端子上に当接する
配置工程と、導電接続材料を加熱して、複数の端子上に導電部を形成する加熱工程と、樹
脂層を硬化または固化する硬化／固化工程と、を備えている。第２の電子部品の製造方法
は、例えば前記導電接続材料を用いて電子部材の電極上に接続端子を製造する方法にかか
るものである。この場合、上記端子は、例えば電極である。また、上記導電部は、例えば
接続端子である。本発明における第２の電子部品の製造方法は、例えば、半導体ウエハ、
半導体チップ、リジッド基板、フレキシブル基板、その他の電子部品の電極上に接続端子
を製造する際に用いることができる。
【０１２０】
　本発明における第２の電子部品の製造方法は、前記導電接続材料の樹脂組成物が硬化性
樹脂組成物である場合と、熱可塑性樹脂組成物である場合とで接続端子の製造工程が若干
異なる。以下、前記導電接続材料の樹脂組成物が硬化性樹脂組成物である場合を第１実施
態様とし、熱可塑性樹脂組成物である場合を第２実施態様として、それぞれの態様ごとに
説明する。
【０１２１】
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（１）第１実施態様
　本発明の第１実施態様における第２の電子部品の製造方法において、導電部を形成する
工程は、金属層の融点以上であって、かつ樹脂層の硬化が完了しない温度で導電接続材料
を加熱することにより行われ、樹脂層を硬化または固化する工程は、樹脂層の硬化が完了
する温度で導電接続材料を加熱することにより行われる。
　この第２の電子部品の製造方法では、加熱溶融した金属層を選択的に基板上の電極に凝
集させて接続端子を形成し、その周囲に硬化性樹脂組成物による絶縁性領域を形成するこ
とができる。その結果、接続端子の周囲を硬化性樹脂組成物で被覆することができるため
、導電性領域が固定される。また、絶縁性領域によって隣接する接続端子間の絶縁性が確
保されるので、接続信頼性を高めることができる。この方法によれば、微細な配線回路に
おいても多数の接続端子を一括で製造することが可能となり、電極上への接続端子の形成
が容易となる。
【０１２２】
　以下、図面を参照しながら、本発明の第１実施態様における第２の電子部品の製造方法
について、さらに詳細に説明する。但し、本発明における第２の電子部品の製造方法は、
これらの図面に限定されるものではない。
【０１２３】
　（ａ）配置工程
　先ず、図５に示すように、硬化性樹脂組成物からなる樹脂層１２０と金属層１１０とを
有する導電接続材料５０を、複数の電極４１が設けられた基板４０上に配置する。この時
、パターン状の金属層１１０を使用した場合は、導電接続材料５０と基板４０上の電極４
１との位置合わせが必要となる。なお、図５では、硬化性樹脂組成物からなる樹脂層１２
０が金属層１１０の片面に形成されたものを使用しているが、硬化性樹脂組成物からなる
樹脂層１２０は、金属層１１０の両面に形成されていてもよい。また、図５では、硬化性
樹脂組成物からなる樹脂層１２０が電極４１と対向するように配置されているが、金属箔
１１０が電極４１と対向するように配置されていてもよい。
　図５に示すように、導電接続材料５０は、ロールラミネータ、プレス等の装置を使用し
、基板４０に熱圧着されていてもよい。なお、図６では、硬化性樹脂組成物からなる樹脂
層１２０が電極４１を被覆しているが、熱硬化樹脂組成物からなる樹脂層１２０の厚みは
、電極４１の厚みより薄くてもよく、電極４１の厚みより厚くてもよく、目的及び用途等
に応じて適宜調整することができる。また、前記電極４１の表面は、電気的な接続を良好
にするために、あるいはまた、金属層１１０との接合性を向上させるために、必要により
、洗浄、研磨、めっき及び表面活性化などの処理を施してもよい。
【０１２４】
　（ｂ）加熱工程
　加熱工程では、前記配置工程において基板４０上の電極４１上に配置した導電接続材料
５０を、金属層１１０の融点以上であり、且つ、前記硬化性樹脂組成物の硬化が完了しな
い温度で加熱する。これにより、図７に示すように、電極４１上に接続端子１５０を形成
することができる。他方、前記接続端子１５０の周囲には硬化性樹脂組成物が充填されて
絶縁性領域１４０が形成される。その結果、隣接する接続端子１５０間の絶縁性が確保さ
れ、隣接する接続端子１５０間のショートを防止することができる。
【０１２５】
　硬化性樹脂組成物の加熱温度及び加圧条件は、第１の電子部品の製造方法において、前
記硬化性樹脂組成物と金属層とを有する導電接続材料を使用して端子間接続を行った場合
と同様の条件で行うことができる。
【０１２６】
　（ｃ）硬化工程
　硬化工程では、前記加熱工程で接続端子１５０と絶縁性領域１４０とを形成した後、硬
化性樹脂組成物を硬化させて、絶縁性領域１４０を固定する。これにより、基板４０上の
電極４１と接続端子１５０の接合を補強することができる。特に本発明の第１実施態様で
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は、高絶縁抵抗値を有する硬化性樹脂組成物を使用しているため、絶縁性領域の絶縁性を
より十分に確保することができる。特に制限されないが、この硬化工程は、接続端子１５
０を形成した後、基板６０を、別の電子部品又は基板等に搭載し、接続した後に行なうこ
とが好ましい。
　硬化工程における導電接続材料の加熱温度は、第１の電子部品の製造方法において、前
記硬化性樹脂組成物と金属層とを有する導電接続材料を使用して端子間接続を行った場合
と同様の条件で行うことができる。
【０１２７】
（２）第２実施態様
　次に、本発明の第２実施態様における第２の電子部品の製造方法について説明する。
　本発明の第２実施態様における第２の電子部品の製造方法において、導電部を形成する
工程は、金属層の融点以上であって、かつ樹脂層が軟化する温度で導電接続材料を加熱す
ることにより行われ、樹脂層を硬化または固化する工程は、樹脂層が固化する温度まで導
電接続材料を冷却することにより行われる。
　第２実施態様の製造方法では、加熱溶融した金属層を選択的に基板上の電極に凝集させ
て接続端子を形成し、その周囲に熱可塑性樹脂組成物による絶縁性領域を形成することが
できる。その結果、接続端子の周囲を熱可塑性樹脂組成物で被覆することができるため、
導電性領域が固定される。また、絶縁性領域によって隣接する接続端子間の絶縁性が確保
されるので、接続信頼性を高めることができる。この方法によれば、微細な配線回路にお
いても多数の接続端子を一括で製造することが可能となる。
【０１２８】
　（ａ）配置工程
　熱可塑性樹脂組成物と金属層とを含む導電接続材料を使用した場合も、前記第１実施態
様の硬化性樹脂組成物と金属層とを含む導電接続材料を使用した場合と同様に導電接続材
料を電極が設けられた基板上に配置することができる。
【０１２９】
　（ｂ）加熱工程
　加熱工程では、前記配置工程において基板に設けられた電極上に配置した導電接続材料
５０を、金属層１１０の融点以上であり、且つ、前記熱可塑性樹脂組成物からなる樹脂層
１２０が軟化する温度で加熱する。これにより、第１実施態様と同様に、電極４１上に接
続端子１５０を製造することができる。他方、接続端子１５０の周囲には熱可塑性樹脂組
成物が充填されて絶縁性領域１４０が形成される。その結果、隣接する接続端子１５０間
の絶縁性が確保され、隣接する接続端子１５０間のショートを防止することができる。
【０１３０】
　なお、熱可塑性樹脂組成物の加熱温度及び加圧条件は、第１の電子部品の製造方法にお
いて、前記熱可塑性樹脂組成物と金属箔とを有する導電接続材料を使用して端子間接続を
行った場合と同様の条件で行うことができる。
【０１３１】
　（ｃ）固化工程
　固化工程では、前記加熱工程で接続端子１５０と絶縁性領域１４０とを形成した後、熱
可塑性樹脂組成物を冷却固化させて、絶縁性領域１４０を固定することにより、電極４１
と接続端子１５０との接合を補強することができる。
　なお、熱可塑性樹脂組成物の冷却方法及び好ましい固化温度については、第１の電子部
品の製造方法において、前記熱可塑性樹脂組成物と金属層とを有する導電接続材料を使用
して端子間接続を行った場合と同様である。
【０１３２】
　上述したように、本発明における第２の電子部品の製造方法では、本発明の導電接続材
料を用いることにより金属層を選択的に接続端子形成部位に凝集させることができるため
、接続端子を簡便な方法で製造することができる。また、本発明の第２の電子部品の製造
方法によれば、半導体装置などの微細な配線回路において複数の接続端子を一括で製造す
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ることができる。さらに、複数の接続端子の周囲に絶縁性領域を形成することができるの
で、接続端子が固定されるとともに、隣接する接続端子間の絶縁性を確保することができ
る。これにより、接続信頼性に優れた接続端子を容易に製造することができる。
【０１３３】
　４．導電接続材料付き電子部材および電子部品
　本発明は、電子部材のうち複数の端子が形成された電気的接続面に、本発明の導電接続
材料を接着してなる導電接続材料付き電子部材をも包含する。本発明の導電接続材料付き
電子部材において、導電接続材料の電子部材の電気的接続面との接着面は樹脂層であるこ
とが好ましい。該樹脂層は、電子部材の電気的接続面に直接接着されていてもよいし、接
着剤層を介して接着されていてもよい。本発明の導電接続材料付き電子部材を互いに貼り
合わせ、あるいは、本発明の導電接続材料付き電子部材を他の電子部材の電気的接続面と
貼り合わせて熱圧着させることで、電子部材間を電気的に接続することができる。
　本発明では、このようにして得られた本発明の導電接続材料を用いて電子部材間が電気
的に接続されてなる半導体ウエハ、半導体チップ、リジッド基板及びフレキシブル基板、
その他の電子部品をも包含する。
【実施例】
【０１３４】
　以下、本発明を実施例に基づいて説明するが、本発明は、下記の実施例に制限されるも
のではない。
【０１３５】
　［実施例１～７］
（１）硬化性樹脂組成物の調製
　表１に示した各成分を、メチルエチルケトン（ＭＥＫ）に溶解して樹脂固形分４０％の
樹脂組成物のワニスを得た。得られたワニスを、コンマコーターを用いて、ポリエステル
シートに塗布し、９０℃で５分間乾燥させてフィルム状の厚さ３０μｍの硬化性樹脂組成
物を得た。
（２）樹脂組成物の平均線膨張係数測定
　樹脂組成物の平均線膨張係数は、（１）で得られた硬化性樹脂組成物を１８０℃、１時
間の条件で硬化し、得られたサンプルを用い、熱機械分析装置（ＴＭＡ；セイコーインス
ツルメンツ（株）社製、ＳＳ６１００）で、引っ張り法、昇温速度１０℃／ｍｉｎ、荷重
５０ｍＮの条件で測定し、室温から１００℃までの線膨張係数の平均値を測定値とした。
【０１３６】
（３）導電接続材料の製造
　得られたフィルム状の硬化性樹脂組成物を６０℃、２ｋｇｆ／ｃｍ２、０．３ｍ／ｍｉ
ｎの条件で、表１に示した半田箔の両面にラミネートし、厚み７０μｍの導電接続材料を
製造した。
【０１３７】
（４）端子間接続
　次に、得られた導電接続材料を用いて基板の端子間接続を行った。基板として、ＦＲ－
４基材（厚み０．１ｍｍ）と回路層（銅回路、厚み１２μｍ）からなり、銅回路上にＮｉ
／Ａｕメッキ（厚み３μｍ）を施して形成される接続端子（端子径１００μｍ、隣接する
端子間の中心距離２００μｍ）を有するものを２枚準備し、接続に使用した。このような
接続端子を有する基板間に、前記導電接続材料を配置し、熱圧着装置（（株）筑波メカニ
クス製「ＴＭＶ１－２００ＡＳＢ」）を用いて２３０℃、０．５ＭＰａ、１２０秒の条件
で熱圧着（基板間ギャップ５０μｍ）を施し、端子間を接続した。その後、１８０℃で１
時間加熱して硬化性樹脂組成物を硬化させて、積層体を得た。
【０１３８】
　［比較例１］
　実施例１と同様にして充填剤が含まれていない硬化性樹脂組成物を調製し、得られた厚
さ３０μｍ硬化性樹脂組成物を表１に示した半田箔の両面にラミネートして厚み７０μｍ
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の導電接続材料を製造した。さらに、実施例１と同様の方法（前記「（４）端子間接続」
記載の方法）で、得られた導電接続材料を用いて基板の端子間接続を行った。
【０１３９】
　実施例及び比較例で得られた積層体において対向する端子間の接続抵抗、対向する端子
間の導通路形成性及び冷熱サイクル試験後の導通抵抗を後述する方法により評価した。
【０１４０】
［１］対向する端子間の接続抵抗
　接続抵抗は、実施例および比較例で得られた積層体において対向する端子間の接続抵抗
を４端子法（抵抗計：岩崎通信機（株）製「デジタルマルチメータＶＯＡ７５１０」、測
定プローブ：日置電機(株)製「ピン型リード９７７１」）により１２点測定した。その平
均値が３０ｍΩ未満の場合を「Ａ」、３０ｍΩ以上の場合を「Ｂ」と判定した。
【０１４１】
［２］対向する端子間の導通路形成性
　実施例および比較例で得られた積層体において対向する端子１０組について、その端子
間の断面を走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）（日本電子（株）製「ＪＳＭ－７４０１Ｆ」）で
観察し、１０組全てにおいて半田により円柱状の導通路が形成されている場合を「Ａ」、
１組でも導通路が形成されていない端子が存在する場合を「Ｂ」、隣接している端子とシ
ョート接触している場合を「Ｃ」と判定した。
【０１４２】
［３］冷熱サイクル試験後の接続抵抗
　実施例および比較例で得られた積層体において対向する端子間の接続抵抗を４端子法（
抵抗計：岩崎通信機（株）製「デジタルマルチメータＶＯＡ７５１０」、測定プローブ：
日置電機(株)製「ピン型リード９７７１」）により１２点測定した。次に、積層体を－４
０℃、１０分⇔８５℃、１０分で１サイクルの冷熱サイクル試験を１０００サイクル、１
５００サイクル実施し、上述と同様の方法で端子間の接続抵抗を測定した。
　外観に異常がなく、全ての接続抵抗の初期値からの変化率が、±５％未満である場合を
「Ａ」。外観に異常がなく、接続抵抗の初期値からの変化率が、±５％以上で±１０％未
満である場合を「Ｂ」。冷熱サイクル試験後外観に膨れ、剥がれ等の異常がある、または
接続抵抗の初期値からの変化率が±１０％以上である場合を「Ｃ」と判定した。
【０１４３】
［４］吸水率
　実施例および比較例で得られた導電接続材料が備える樹脂層の吸水率ＷＡ［％］を、以
下のようにして求めた。まず、製造された導電接続材料が備える樹脂層を、１８０℃×１
時間の条件で硬化を兼ねた乾燥を行う。そして、その直後における樹脂層の重さＷ０［ｇ
］を測定した。次に、導電接続材料を、温度８５℃、湿度８５％ＲＨの雰囲気下に２４時
間配置した後の、樹脂層の重さＷ１［ｇ］を測定した。そして、測定されたＷ０［ｇ］お
よびＷ１［ｇ］から、下記式を用いて吸水率ＷＡ［％］を求めた。
　ＷＡ［％］＝（Ｗ１－Ｗ０）／Ｗ０×１００
【０１４４】
　結果を表１に示す。
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【表１】

【０１４５】
　表１における樹脂層の成分及び金属層は以下に示したものを用いた。
エポキシ樹脂：ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、大日本インキ化学工業（株）製「ＥＰ
ＩＣＬＯＮ－８４０Ｓ」、エポキシ当量１８５ｇ／ｅｑ
硬化剤：フェノールノボラック、住友ベークライト（株）製「ＰＲ－５３６４７」
フィルム形成性樹脂：変性ビフェノール型フェノキシ樹脂、ジャパンエポキシレジン（株
）製「ＹＸ－６９５４」、重量平均分子量３９，０００
フラックス機能を有する化合物１：セバシン酸、東京化成工業（株）製「セバシン酸」
フラックス機能を有する化合物２：フェノールフタリン、東京化成工業（株）製「フェノ
ールフタリン」
シランカップリング剤：２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシ
ラン、信越化学工業（株）製「ＫＢＭ－３０３」
イミダゾール：２－フェニル－４－メチルイミダゾール、四国化成工業（株）製「キュア
ゾール２Ｐ４ＭＺ」
充填剤１：シリカ　アドマテック社製、ＳＥ２０５０、平均粒径０．５μｍ、比重２．２
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充填剤２：アルミナ　昭和電工製、ＡＳ－５０、平均粒径９μｍ、比重３．８
金属層Ａ：Ｓｎ／Ｐｂ＝６３／３７（融点：１８３℃）、厚さ１０μｍ
金属層Ｂ：Ｓｎ／Ａｇ／Ｃｕ＝９６．５／３．０／０．５（融点：２１７℃）、厚さ１０
μｍ
【０１４６】
　表１から明らかなように、樹脂成分と充填剤を含有する樹脂層を導電接続材料の樹脂層
として用いることで、硬化後の樹脂層の線膨張係数が低下し、また、冷熱サイクル試験や
部品実装時の加熱による熱膨張に起因する接続部の応力を低減することができ、電子部品
の信頼性を高めることができることが示された。さらに、充填剤を含有する樹脂層を導電
接続材料の樹脂層として用いることで、硬化後の樹脂層の吸湿、吸水量が低減でき、電子
部品の吸湿耐熱性が向上することができることも示された。
【０１４７】
　この出願は、２００９年１２月２４日に出願された日本出願特願２００９－２９２７０
６を基礎とする優先権を主張し、その開示の総てをここに取り込む。
【産業上の利用可能性】
【０１４８】
　本発明の導電接続材料は、電子部品において電子部材間を電気的に接続したり、基板上
に接続端子を製造したりする際に好適に用いることができる。本発明の導電接続材料を用
いることで、電子部材間の良好な電気的接続と高い絶縁信頼性とを両立させることができ
る。本発明の導電接続材料を用いることで微細な配線回路における端子間接続も可能であ
る。本発明の導電接続材料を用いることで、電子機器の高機能化及び小型化の要求にも対
応することが可能である。

【図１】 【図２】
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